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別紙

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の指定電気通信設備に関する

接続約款の変更案に対する弊社の意見

１．はじめに

今回、接続約款の変更案に対して、弊社が意見を述べさせていただく機会をあたえていただきましたことに、感謝の意を表します。

コロケーション条件や端末回線のアンバンドルに関する省令改正により、接続約款にルール化されると期待しておりましたが、今回の接続約款案は残念ながら、電話重畳料金（現行８００円）や標準的接続期間、工事費や手続費の費用の内訳についての規定が盛り込まれておりませんでした。これらはすでに省令改正等によりＮＴＴ東西に要請されている事項であり、早急に接続約款に取り入れていただきたいと思います。

以下、弊社の意見を述べさせていただきます。


２．接続約款案に対する弊社の意見について

【１】第２章　接続する設備の範囲について

（１）第７条（相互接続点の設置場所）

　接続約款案 第７条では「標準的な接続箇所以外の箇所に相互接続点を設置することがあります」、第１０条の３第２項では「標準的な接続箇所と異なるときは、当社は、その接続申込者と協議の上、相互接続点を設置する場所を決定します」とありますが、ＮＴＴ東西が所有する光ファイバのアンバンドルに関して、ＮＴＴグループなど一部の接続事業者のみだけに対して、ＮＴＴ東西が標準的接続箇所以外の箇所で接続する可能性が考えられることから、他事業者からの要望があればすでに接続している接続箇所若しくは同様の接続形態があれば公表し、他の事業者との接続を可能にする必要があると考えます。

したがって、公平性の確保のため、第７条に「接続申込者からの要望に応じて、標準的な接続箇所以外の箇所に相互接続点を設置した例については公表し、同様の形態での接続に関する手続きを認めます」を追加していただけるよう要望いたします。

例えば、ＮＴＴ東西及びＮＴＴコミュニケーションズとの間ですでに相互接続が行われている、端末回線の光ファイバのアンバンドルについては、現行の接続約款では表現が明確でないため、「（１）端末回線の終端」の内容に、「ＣＴＦ（光ファイバの主配電盤）」を明記するなどにより、光ファイバのアンバンドルを要望する接続事業者に対してＮＴＴコミュニケーションズと同等の公平性を確保していただけますよう要望いたします。

【２】第２章の２　当社の通信用建物等に相互接続点を設置する手続について

（１）第１０条の２（事前照会）

接続約款案 第１０条の２第１項で規定している別表３（様式）に、「情報提供のための調査に要した費用は別途契約書を締結の上、支払うこととします。」とありますが、調査費用の負担について契約書を締結しなければならない理由が不明です。また、事前照会の費用の産出根拠も不明確です。したがって、費用の契約書は不要とし、事前照会の費用の算定方法を契約約款に規定すべきと考えます。
また、相互接続点調査の前に事前照会が必要ではないことを明記していただきたいと思います。

接続約款案 第１０条の２第１項の「管路若しくはとう道に関する情報」に、従来どおり「並びにその通信用建物の敷地内にある電柱」を追加し、「管路若しくはとう道並びにその通信用建物の敷地内にある電柱に関する情報」としていただき、ＮＴＴ東西の電柱についても接続に利用できるよう要望いたします。特に、ＮＴＴ東西の局舎から外部の電柱等の通信設備へ接続する場合は、ＮＴＴ電柱（または管路（立上げ管路を含む））から電力柱（または管路（立上げ管路を含む））への直接の接続が可能であることを認め、接続約款に明記していただけるよう要望いたします。
接続約款案 第１０条の２第２項（１）の「場所の位置」については、第１０条の３第５項に「場所の選定においては、（～略～）接続申込者の負担額が最も低廉となることを基本とする」とあるように、接続申込者の負担額が最も低廉となる場所の位置についての情報であると理解しております。
接続約款案 第１０条の２第２項（４）の「その他次条第一項の相互接続点調査申込み書に記載する必要がある事項に係る情報」とありますが、それ以外の情報でも調査していただけるよう要望いたします。ＮＴＴ東西は相互接続に係る情報の開示を９４条で積極的に行うべきです。事前照会で提供する情報は、相互接続点調査申込書に係る情報と限定せずに広く相互接続に必要な情報とするよう要望いたします。
接続約款案 第１０条の２第３項の「第一項の請求がなされたときは、２週間以内に（～略～）情報を提供するよう努めます」とありますが、「努めます」では期間について明確に担保されていないため、「提供いたします」に訂正していただけるようお願いいたします。また、２週間以内という期限については、受付確認書や回答書でもって受付日と回答日を明確にしていただけるよう要望いたします。

（２）第１０条の３（相互接続点の調査）

接続約款案 第１０条の３第１項では、ＮＴＴ東西の通信用建物内に相互接続点を設置しようとするときは相互接続点調査の申込みが必要だと規定していますが、相互接続点調査を行わなくても相互接続点設置の申込みが行えるよう強く要望いたします。なぜなら、接続約款案では相互接続点調査回答で設置の可否及び設置場所のみしか回答をいただけないため、設置可能な時期については明確ではなく、スピードを重視する経営のもとでは当該ビルで接続を行うという判断を行った際には相互接続点調査にかかる期間が不必要となり、相互接続にかかる期間が全体として長くなるからです。

接続約款案 第１０条の３第３項で「接続申込者は、設置しようとする装置等が接続に必要な装置等であることを記述した書面を第１項に規定する相互接続点調査申込書に添付することを要します」とありますが、様式第３では「設置する装置の仕様、諸元等を示す資料（様式任意）を添付すること」とあり、接続する装置に関して必要以上の制限が行われるおそれがあります。したがって、様式第３に添付する資料としては、設置しようとする装置等が接続に必要な装置等であることがわかる書類でよく、既に接続に使用された装置に関しては装置名のみを記述するにとどめるのでよいと考えます。

接続約款案 第１０条の３第５項では、「相互接続点を設置することができる旨の回答を別表３（様式）様式第４の書面により行います。」とありますが、相互接続点調査申込の時点において自前か委託かを明示した場合には回答に工事費の概算及び接続可能時期について回答の時点で提示いただけるよう強く要望いたします。なぜなら、現状では概算費用や接続可能時期について情報がないまま接続申込みを行わなければならないため、接続事業者がそのリスクを負わざるをえないからです。

接続約款案 第１０条の３第５項（１）では、ＭＤＦの空きがない場合などに、他の回線を移設して空き端子数を確保する場合も追加していただきたいと思います。
接続約款案 第１０条の３第５項（４）では、他事業者が接続要望をする以前からすでにＮＴＴ東西で具体的な「更改計画又は利用計画」が存在していた場合に限るべきと考えます。日本交信網の裁定で問題となったように、ＮＴＴ東西が具体的な計画もないのに接続申込者の負担額が最も低廉となる場所での接続を拒否するなどということが今後断じて行われることのないよう、主官庁等第三者による監視を厳しく行っていただきたいと思います。
接続約款案 第１０条の３第６項では、「相互接続点を設置することができないときは、当社は、書面によりその理由を通知します」とありますが、その理由は回答と別で後から通知するのではなく、回答とともに様式第４にて通知していただけるものと理解しております。また、接続事業者の要望に満たない場合もこれに準ずるものとしていただけるよう要望いたします。
【３】第４章　標準的接続期間について

接続約款案 第３９条では、第１０条の３第５項（相互接続点調査の期間１ヶ月半以内）、 第１３条第１項（事前調査の期間１ヶ月以内）、第１３条第３項（概算費用の内訳４ヶ月以内）、第１３条第４項（概算費用の内訳４ヶ月を超えるときがある）を準用していますが、電気通信事業法施行規則で規定された標準的期間が設定されていません。電気通信事業法施行規則に従い、相互接続点調査から工事竣工までの工事区分ごとの標準的接続期間について早急に設定すべきと考えます。特に、最近では弊社のようにスピードを重視する通信事業者がかなり多いことから、標準的接続期間については、省令改正案での各社の意見書の意見も踏まえ、改善していただけるよう強く要望いたします。

また、前述のとおり、接続にかかる期間を短くするためにも、相互接続点調査申込みを行わなくても相互接続点設置の申込みが行えるよう強く要望いたします。
【４】第９章　接続の一時中断、停止及び中止について

（１）第６１条（接続の中止）

接続約款案 第６１条第３項に「端末回線伝送路設備の撤去開始の原則４年前（期間の見直しが行われた場合には、この約款に見直し後の期間を規定します。）」とありますが、期間の見直しは具体的にはどのようなことを想定されているかわかりかねますのでご説明いただきたいと思います。

接続約款案 第６１条第４項では、「当社は接続を中止する前に協定事業者に通知します。」とありますが、接続事業者の事由ではなく、ＮＴＴ東西の理由で接続が中止になったことを利用者に理解していただくために「当社は接続を中止する前に理由とともに協定事業者及び利用者に通知します。」に変更していただけるよう要望いたします。
【５】第１０章　料金等について

（１）第６７条（工事費の支払義務）

接続約款案 第６７条に工事の支払義務についての規定がありますが、これまでの経緯からＮＴＴ東西に工事費の明細を要望しても提供してもらえない場合があり、工事の委託者が受託者から工事内容や費用の明細をもらえないというような通常の商慣習からは到底考えられない事態が起こっています。このような場合は工事費の支払義務が免除されるよう強く要望いたします。したがって、第６７条に「当社が行った工事の内容及び費用の明細を提出できない場合を除く」を追加するか、または接続事業者から要望があった場合は工事の内容及び委託工事費・材料物品費の内訳の明細を提示することを約款で明記していただきたいと思います。

（２）第６８条（手続費の支払義務）

接続約款案 第６８条（８）～（１０）について費用を請求する場合は、費用についての考え方を約款に定めるべきです。

接続約款案 第６８条（１１）では、ＮＴＴ東西から接続事業者に対してＤＳＬ回線に係る情報提供を求める場合もあり、このように相互に情報を交換する場合は調査費用は相殺して無料とすべきと考えます。
接続約款案 第６８条（９）では、工事の調整費を接続事業者に求めるべきではないと考えます。

さらに、調査の内容が重複したり、複数の接続事業者が同じ時期に調査する場合もあることから、そのような場合は調査費用を当然減額していただけるよう要望いたします。

【６】第１４章　相互接続点を当社の通信用建物内に設置する場合の扱いについて

（１）第９２条（接続に必要な装置等の設置又は保守に係る契約）

接続約款案 第９２条第１項（３）の「コロケーション・スペース利用約款」の内容を接続約款に記載すべきと考えます。

接続約款案 第９２条第２項（１）で建設請負費用の支払義務についての規定がありますが、これまでの経緯からＮＴＴ東西に工事費の明細を要望しても提供してもらえない場合があり、工事の委託者が受託者から工事内容や費用の明細をもらえないというような通常の商取引行為からは到底考えられない事態が起こっています。このような場合は工事費の支払義務が免除されるよう強く要望いたします。したがって、第９２条第２項（１）に「当社が行った工事の内容及び費用の明細を提出できない場合を除く」を追加していただきたいと思います。または、接続約款案 第９２条第２項（１）に、建設請負契約において委託工事費・材料物品費の内訳について明細を提示することを明記していただけるよう要望いたします。
（２）第９２条の５（工事等の制限）

接続約款案 第９２条の５では工事数の制限を行うことを規定していますが、選挙や国際会議など事前に工事数の制限を行うことが判明している局についての工事数の制限情報については守秘義務を締結している事業者には速やかに通知すべきと考えます。

【７】第１５章　雑則について

（１）第９４の２（通信用建物の空き情報等の提供）
コロケーションを既に実施している局については、通信用建物の名称、所在地を速やかに情報開示すべきと考えます。また、ＮＴＴ東西の通信用建物すべてについて、空き場所の有無、その通信用建物の名称、所在地その他の情報について、更新の最低期間を明示すべきと考えます。ＮＴＴコミュニケーションズを始め、他の通信事業者がすでにＮＴＴ東西の通信用建物にコロケーションを行っているにも関わらず、いまだに情報開示が不十分です。特にＮＴＴ西日本においては、通信用建物の名称、所在地の情報ですら、まだ開示していただいておらず、明らかに公平性に欠ける行為とみなさざるを得ません。

また、「その他の情報」については、省令改正案の意見書でも述べたとおり、以下の情報開示の項目を約款に記載いただけるよう要望いたします。
· コロケーションスペースとして利用可能な空き場所の位置及びその量（架数）

· フロア図面（コロケーション場所及びＭＤＦ接続場所）

· 建物の所属ＭＡ及び収容局番

· ＭＤＦにおける空き端子数及びＭＤＦ設置端子数及び増設計画端子数

· 接続申込者が利用可能な電力設備、空気調整設備、フリーアクセスなどコロケーションの設備環境に係る情報

（２）第９４の４（ＤＳＬ回線との接続にかかるその他の情報の提供）
接続約款案 第９４条の２（１）で規定している回線数は、以下の区分となるよう要望いたします。

· メタル回線、光回線別の回線数

· メタル回線のうち、電話回線（事務用・住宅用別）、ＩＳＤＮ回線、ドライカッパ回線、ラインシェアリング回線別の回線数

· 手ひねり接続された接続箇所がある電話回線（事務用・住宅用別）数とその線路状況

· 光回線のうち、電話回線（事務用・住宅用別）、ＩＳＤＮ回線、専用回線別の回線数

· 各局舎におけるＩＳＤＮ回線の敷設状況（メタル回線・光回線別）と今後の計画

接続約款案 第９４条の２（２）の「光ファイバ化の現状及び今後の計画」は、局（ＮＴＴ東西の通信用建物）の収容区域（住所及び収容局番）ごとの計画を情報提供していただけるよう強く要望いたします。

【８】料金表について

（1） 第２表　第２手続費　２－１手続費

（８）立会費ア　イ以外の場合の手続費は、「作業単金に立会いに要する時間を乗じて得た額に相当する額に電話サービス契約約款に規定する基本工事費のうち加算額に相当する額を加えた額」となっていますが、電話約款の加算額を加える根拠を明確にしていただきたいと思います。

（８）立会費イ　第９２条の３第１項に基づく立会いを行う場合の手続費は、14,743円となっていますが、手続に要する作業時間の1.667時間の算出根拠を明確にしていただきたいと思います。具体的にはどのような作業を行い、それぞれごとに何時間が必要なのかを教えていただきたいと思います。
（2） 第２表　第２手続費　２－２　２－１以外の手続費

　（２）相互接続点設置場所に係る情報調査費及び（３）自前工事調整等作業費立会費が空白になっていますが、作業単金×作業時間ということかと思いますが、前述したとおり、自前工事調整等の費用は請求する根拠がなく、無料とすべきと考えます。

　接続約款案第６８条（９）の設計に関する手続費について設計のみの単独作業として明確に規定していただけるよう要望いたします。

（3） 第２表　第１工事費　２工事の額　２－１　工事費

　（２３）ＤＳＬ回線調整工事費については、アナログ電話回線やＩＳＤＮ回線の工事費より多額になる根拠が全く理解できません。したがって、ア（ア）基本工事費11,497円及びア（イ）回線収容替えを行う場合7,809円、及びア（ウ）ブリッジタップはずしを行う場合8,251円を4,500円（電話回線の基本工事費）以下にすべきと考えます。あわせて、イ回線調整工事と合わせて速度測定を行う場合の加算額についても算定根拠を明確にすべきと考えます。ＮＴＴ東西が契約約款でこのように一方的に料金を不当に定めることは消費者の利益を大きく阻害すると認識しております。

（4） 第２表　第２手続費　２手続費の額　２－１　手続費

　（９）端末回線線路条件調査費及び（１０）端末回線収容状況調査費についても同様に算定根拠を明確にしていただけるよう強く要望いたします。また、前述のとおり、接続事業者からＮＴＴ東西へ情報提供する場合もあることから、情報を交換する場合は相殺して無料とすべきと考えます。
【９】様式ほかについて

（１）様式第３（相互接続点調査申込書）、様式第４（相互接続点調査回答）

　相互接続点調査申込書（様式第３）には、委託工事・自前工事の希望及び工事区間を明記できるようにし、相互接続点調査回答には、接続可能時期及びＮＴＴ東西が受託する工事区間についての概算費用を明記すべきと考えます。

（２）費用負担

　様式第３で記載されている調査費用に関する「契約書」の費用の負担について、疑義がある場合の担保が現在ないため、ＮＴＴ東西が費用の明細等の提出を拒否した場合の担保条項をいれていただけるよう要望いたします。

以上



































































































































- 9 -

